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独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構第２期中期目標 

 

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以下「機構」という。）は、日本郵政公

社（以下「公社」という。）から承継した郵便貯金及び簡易生命保険を適正かつ確実に管理

し、これらに係る債務を確実に履行し、もって郵政民営化に資することを目的としている。 

この目的を果たすため、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条の規定

に基づき、機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を以下の

とおり定める。 

 

第１ 中期目標の期間 

 

中期目標の期間は、平成24年４月１日から平成29年３月31日までの５年間とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１ 組織運営の効率化に関する事項 

機構の運営に当たっては、管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソー

シングの検討等により業務運営コストを縮減することとし、業務や組織の在り方につい

て継続的に点検を行い、機動的に見直しを実施すること。 

また、中期目標期間中に、国際ボランティア貯金寄附金の配分を完了し、業務体制の

見直しを図ること。 

 

２  業務経費等の削減に関する事項 

公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険を適正かつ確実に管理し、これらに係る

債務を確実に履行する中で、可能な限り業務の効率化を進め、特に、一般管理費につい

ては、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、必要に応じて適切な見直

しを行うこと。具体的には、機構の一般管理費及び業務経費の合計（業務に係る資金調

達費用、残高証明手数料等役務委託手数料、保険金等支払金、訴訟に係る経費及び人件

費を除く。）について、中期目標期間の最終年度において、平成 23 年度の当該経費の 95％

以下とすること。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含めた役員の報酬、

職員の給与等の在り方について検証した上で、目標水準・目標期間を設定して、その適

正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表すること。 

また、適切かつ効率的に業務を実施するため、業務量に応じて組織・人員の合理化を

図り、計画的に人件費の削減を進めるものとし、その際、部の統合についても検討する

こと。 

なお、人件費の削減に当たっては、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、具体
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的な削減目標を設定し、必要な取組を実施していくこと。 

 

３ 契約の点検・見直しに関する事項 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）

に基づき機構が策定した「随意契約等見直し計画」を着実に実施することにより、契約

の適正化を引き続き推進し、業務運営の効率化を図ること。 

具体的には、随意契約の適正化の取組、一者応札・応募の改善に向けた公告方法・期

間、入札参加条件の見直し等の取組を継続することにより、コストの削減や透明化の確

保を図ること。 

なお、少額随意契約についても、引き続き、複数の業者から見積りを徴することを徹

底し、経費の効率的使用を図っていくこと。 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１  資産の確実かつ安定的な運用 

公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険に係る債務の確実な履行を確保するため、

郵便貯金資産及び簡易生命保険資産について確実かつ安定的な運用を行うよう努めるこ

と。また、再保険先において確実かつ安定的な運用が行われるようその状況を把握する

こと。 

 

２ 提供するサービスの質の維持・向上 

委託した郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の質の維持・向上及び適切性の

確保のため、これらの業務の委託先及び再委託先に対して定期及び随時の確認等を行う

とともに、必要に応じて改善を求める等の措置を講ずること。 

特に、委託先及び再委託先における保険金等支払対応、顧客情報管理、苦情申告対応

等、国民に対して提供するサービスの質の維持・向上に向けて引き続き改善していくこ

とが求められる点については、委託先及び再委託先に対して、態勢整備を含め対応状況

のモニタリングを行うとともに、不適切事例が発生した場合には、その発生原因等を分

析し、その結果を基に必要に応じて一層の再発防止策の実施を指導する等、改善に向け

た取組を強化すること。また、従来と比較してどのように改善されたかについて、検証

すること。 

なお、委託先の監督に当たっては、特に以下の点に留意すること。 

（１） 郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の提供場所及び提供時間について、

利用者の利便の確保に配慮したものとなるよう努めること。 

（２） 預金者、契約者等の利便を図るために特に迅速な処理が必要な手続について標

準処理期間を設定し、その期間内に案件の９割以上を処理すること。 

また、監査業務の実施に当たっては、委託先及び再委託先の実施する内部監査の結果
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の利用を進めるなど、各組織の内部統制機能を活用して、効果的かつ効率的な実施に努

めるとともに、機構全体の経費の増大を招かないようにすること。 

 

３ 預金者等への周知 

郵便貯金管理業務について、預入期間を経過した郵便貯金の残存状況を適時に把握し、

郵便貯金の預金者にその状況を周知することにより、郵便貯金に係る債務の履行の確

保・促進を図ること。 

簡易生命保険管理業務について、支払義務が発生した保険金等の残存状況を適時に把

握し、簡易生命保険の契約者等にその状況を周知することにより、簡易生命保険に係る

債務の履行の確保・促進を図ること。 

なお、広報業務の実施に当たっては、実際に窓口において権利行使をした者に対する

実態調査等を行い、費用対効果を十分検証しつつ、より効果的かつ効率的な実施に努め

るとともに、機構全体の経費の増大を招かないようにすること。 

 

４ 照会等に対する対応 

預金者、契約者等からの照会等に対し迅速かつ的確に対応するとともに、委託先及び

再委託先においても同様の対応が確保されるよう努めること。 

 

５ 情報の公表等 

公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険の適正かつ確実な管理及びこれらに係る

債務の確実な履行について、その透明性を高め、利用者の理解を深めるため、取扱営業

所の数や業務の内容等、上述の目的を達成するために必要な業務及び組織その他経営内

容に関する情報を引き続き公表すること。 

公表に当たっては、ホームページを活用した情報提供を行うこと。情報提供に当たっ

ては、充実した情報を利用者に分かりやすく、迅速に提供することに努めること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 

「第２ 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を行うこと。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 内部統制の充実・強化 

法令等を遵守しつつ業務を行い、機構に期待される役割を十全かつ適切に果たしてい

くため、「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成 22 年３月 23 日独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会）及び政策評価・独立行政法人評価委員
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会が公表した総務省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意

見（平成 22 年 12 月 22 日付け政委第 34 号及び平成 23 年 12 月９日付け政委第 28 号）を

踏まえ、今後も日常的なモニタリング、監事監査、内部監査等を通じて定期的又は随時

に内部統制の独立的評価を実施し、内部統制の更なる充実･強化を図っていくこと。 

 

２  適切な労働環境の確保  

職員の専門性を高め、その勤務成績を考慮した人事評価を実施するとともに、適材適

所の人事配置を行うこと。また、メンタルヘルス、人権等の労務課題への適切な対応を

図ること。  

 

３  機構の保有する個人情報の保護  

保有する個人情報の保護に関する規程を設け、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損

の防止その他個人情報の適切な管理に努めること。  

郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の委託先においても個人情報の適切な管

理が図られるよう監督を行うこと。また、郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務

の再委託先においても個人情報の適切な管理が図られるよう委託先を通じて監督を行う

こと。  

 

４  災害等の不測の事態の発生への対処  

東日本大震災の際の対応等を踏まえ、災害等の不測の事態が発生した場合においても、

郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務を適切に実行できるように、リスク管理体

制の充実を図ること。  

また、郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の委託先においても災害等の不測

の事態の発生への対処が図られるよう監督を行うこと。また、郵便貯金管理業務及び簡

易生命保険管理業務の再委託先においても災害等の不測の事態の発生への対処が図られ

るよう委託先を通じて監督を行うこと。 

 

５ 情報セキュリティ対策の推進 

セキュリティ対策に係る政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進す

ること。 

 

６  積立金の処分 

中期目標期間の最終年度の決算整理を行った後、なお、積立金があるときは、次期中

期目標期間繰越積立金として総務大臣の承認が行われる金額を控除した残余の金額を国

庫に納付すること。 

なお、積立金の処分に当たっては、次期中期目標期間における積立金として整理する

金額を厳格に算出すること。 
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７ その他 

業務の運営に当たって、環境保全の観点から環境に与える影響に配慮し、適切な対応

を図るよう努めること。 

 

 


